
 

 

貸 借 対 照 表 
 

(平成19年３月31日現在) 
(単位：千円) 

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 負 債 

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年内返済予定長期借入金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

11,784,823 

3,101,074 

2,400,000 

4,320,000 

420,928 

79,093 

174,649 

283,049 

679,582 

326,446 

1,259,489 

300,000 

580,056 

379,432 

負 債 合 計 13,044,312 

純 資 産 の 部 
 

株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金
自 己 株 式 
評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 

 
10,173,035 
2,538,300 
3,047,780 
3,047,780 
4,587,020 
371,188 
4,215,832 
7,100,000 
△2,884,167 
△65 
40,817 
40,817 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

子 会 社 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

車 両 運 搬 具 

器 具 ・ 備 品 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

ソ フ ト ウ エ ア 

その他無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

敷 金 ・ 保 証 金 

保 険 積 立 金 

会 員 権 

長 期 未 収 入 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 投 資 等 

貸 倒 引 当 金 

12,428,961

1,422,746

23,536

8,216,530

486,914

1,277,172

3,755

184,985

110,000

707,156

119,371

△123,208

10,829,203

8,303,812

3,825,499

136,024

1,369

226,868

4,114,051

335,653

117,279

196,264

22,109

2,189,737

269,188

395,010

759,600

362,570

86,400

565,797

327,662

2,319

△578,812 純 資 産 合 計 10,213,852 

資 産 合 計 23,258,165 負債及び純資産合計 23,258,165 
 
 (注) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。 



 

 

損 益 計 算 書 
 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日) (単位：千円) 
 

科 目 金 額 

売 上 高 32,251,894 

売 上 原 価 29,249,283 

売 上 総 利 益 3,002,610 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,352,305 

営 業 損 失 1,349,695 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 19,222  

そ の 他 営 業 外 収 益 40,674 59,896 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 85,658  

前 渡 金 償 却 額 181,860  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 262,131  

そ の 他 営 業 外 費 用 29,957 559,608 

経 常 損 失 1,849,407 

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 却 損 1,835  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 354,799  

子 会 社 株 式 評 価 損 325,599 682,235 

税 引 前 当 期 純 損 失 2,531,642 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 21,000  

過年度法人税、住民税及び事業税 200,000  

法 人 税 等 調 整 額 75,785 296,785 

当 期 純 損 失 2,828,428 
 
 (注) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。 



 

 

株主資本等変動計算書 

 (自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日) (単位：千円) 
 

株 主 資 本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資  本 

準備金 

資 本

剰余金

合 計

利 益

準備金
別途積立金

繰越利益

剰 余 金

利益剰余金

合   計

自己

株式 

株主資本 

合  計 

前 期 末 残 高 2,538,300 3,047,780 3,047,780 371,188 7,200,000 142,260 7,713,448 △22 13,299,506 

当 期 変 動 額     

剰余金の配当   ― △297,999 △297,999  △297,999 

当期純損失   ― △2,828,428 △2,828,428  △2,828,428 

別途積立金

取 崩 額
  ― △100,000 100,000 ―  ― 

自己株式の

取 得
  ― ― △43 △43 

株主資本以外

の 項 目 の

当 期 変 動

額 （ 純 額 )

    

当期変動額合計 ― ― ― ― △100,000 △3,026,427 △3,126,427 △43 △3,126,471 

当 期 末 残 高 2,538,300 3,047,780 3,047,780 371,188 7,100,000 △2,884,167 4,587,020 △65 10,173,035 

 
(単位：千円) 

 
評価・換算差額等 

 
その他有価証券 

評 価 差 額 金 
評価・換算差額等合計 

純資産合計 

前 期 末 残 高 49,839 49,839 13,349,345 

当 期 変 動 額  

剰余金の配当 ― △297,999 

当期純損失 ― △2,828,428 

別途積立金

取 崩 額
― ― 

自己株式の

取 得
― △43 

株主資本以外

の 項 目 の

当 期 変 動

額 （ 純 額 )

△9,021 △9,021 △9,021 

当期変動額合計 △9,021 △9,021 △3,135,492 

当 期 末 残 高 40,817 40,817 10,213,852 

 
 (注) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。 



 

 

個 別 注 記 表 

 
 
(重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 1. 資産の評価基準および評価方法 

  (1) 有価証券 

   子会社株式および関連会社株式…移動平均法による原価法 

   そ の 他 有 価 証 券  

 時価のあるもの …………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの …………………移動平均法による原価法 

  (2) たな卸資産 

商 品…………………個別法による原価法 

仕 掛 品…………………個別法による原価法 

貯 蔵 品…………………総平均法による原価法 

 2. 固定資産の減価償却の方法 

 有 形 固 定 資 産…………………定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備は除く）およびアウトソー

シング事業に関連する建物附属設備、器具・

備品については、定額法によっております。 

主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物及び構築物  ３～50年 

 車 両 運 搬 具  ３～６年 

 器 具 ・ 備 品  ２～20年 

 無 形 固 定 資 産…………………定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、

社内における利用可能期間（５年以内）に基

づく定額法によっております。また、市場販

売目的のソフトウエアについては、販売開始

後３年以内の見込販売収益に基づいて償却し

ており、その償却額が残存有効期間に基づく

均等配分額に満たない場合には、その均等配

分額を償却しております。 

 



 

 

 3. 引当金の計上基準 

 貸 倒 引 当 金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

 賞 与 引 当 金…………………従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額

のうち当期に対応する額を計上しております。 

 退 職 給 付 引 当 金…………………従業員の退職給付に備えるため、当社は、
内規に基づく当期末要支給額を計上してお
ります。 

 役員退職慰労引当金…………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規
に基づく当期末要支給額を計上しておりま
す。 

 4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
  (1) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。 

  (2) ヘッジ会計の方法 
   ①ヘッジ会計の方法 
    金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理によ

っております。 
   ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
    ヘッジ手段…金利スワップ取引 
    ヘッジ対象…変動金利借入 
   ③ヘッジ方針 
    将来の金利変動リスクを回避する目的でヘッジしております。 
   ④ヘッジ有効性評価の方法 
    金利スワップの特例処理の要件を満たしているため有効性の判定を省略してお

ります。 
  (3) 消費税等の会計処理 
    税抜き方式によっております。 
 

(会計処理の変更に関する注記） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

  当事業年度末から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計
基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 
企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 
  これによる損益に与える影響はありません。なお、従来の「資本の部」の合計に相
当する金額は、10,213,852千円であります。 
 



 

 

(貸借対照表に関する注記） 

 1. 有形固定資産の減価償却累計額 3,996,950千円

 2. 関係会社に対する短期金銭債権 339,488千円

 3. 関係会社に対する短期金銭債務 308,980千円

 4. 担保提供資産 

    土地（渋谷CIビル） 745,846千円

    建物（渋谷CIビル） 113,058千円

   担保に係る債務の金額 

    一年内返済予定長期借入金 120,000千円

    長期借入金 300,000千円

 
(損益計算書に関する注記） 

  関係会社との取引高   関係会社との取引高は下記のとおりです。 
   売   上   高 1,487,921千円
   仕   入   高 1,576,723千円
   そ   の   他 14,138千円
   営業取引以外の取引高 24,971千円
 

(株主資本等変動計算書に関する注記） 

  自己株式の種類および株式数に関する事項 
（単位：株) 

株式の種類
前事業年度末 
株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

摘要 

 普通株式 28 66 ― 94  
 
 (注) 自己株式の増加は単元未満株式の買取請求によるものであります。 
 



 

 

(税効果会計に関する注記） 

  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
（繰延税金資産） 

  賞与引当金 276,522千円

  役員退職慰労引当金 184,462千円

  貸倒引当金 281,609千円

  減損損失 352,731千円

  未払事業税 16,673千円

  退職給付引当金 205,953千円

  繰越欠損金 309,631千円

  たな卸資産評価損 301,681千円

  投資有価証券評価損 156,575千円

  子会社株式評価損 132,486千円

  前渡金償却額 73,999千円

  その他 47,862千円

  繰延税金資産小計 2,340,188千円

  評価性引当金 △1,277,365千円

  繰延税金資産合計 1,062,822千円

（繰延税金負債） 

  その他有価証券評価差額金 △28,003千円

  繰延税金資産 純額 1,034,819千円
 
 
 
(リースにより使用する固定資産に関する注記） 

  貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している固定資産として
一部のコンピュータおよびソフトウエア等があります。 
 



 

 

(関連当事者との取引に関する注記） 

 1. 役員および個人主要株主等 
 

関係内容 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金

又は 

出資金

(千円)

事業の内

容又は

職業

議決権の

所有また

は被所有

割合(％)

役員の

兼任等

(人)

事業上

の関係

取引の

内容 

取引 

金額 

(千円)

科目 

期末 

残高 

(千円) 

役員が議決

権の過半数

を自己の計

算において

所有してい

る会社 

有限会社

ナカヤ 

東京都 

渋谷区 
30,000
保険代理

業 
なし

兼任

２
―
賃借料の

支払 
893,290

前払

費用 
78,438 

役 員及び

その近親

者 

永島橋本

法律事務

所代表 

永島孝明 

 東京都 

千代田区 
― 法律事務 なし

兼任

１
―
報酬の 

支払 
6,946
未払

金 
1,810 

 
 (注) 1. ｢取引金額」には消費税等は含まず、｢期末残高」には消費税等を含めて表

示しております。 
    2. 有限会社ナカヤは、当社役員多田修人が議決権の100％を直接保有しており

ます。 
 
  取引条件および取引条件の決定方針等 
   賃借料は、近隣の取引情勢に基づいて決定しております。また、弁護士に対する
報酬については、日本弁護士連合会が定めていた従前の報酬基準をもとに交渉によ
り決定しております。 

 



 

 

 2. 子会社および関連会社 
 

関係内容 

属性 
会社等の
名称 

住所 

資本金
又は 
出資金
(千円)

事業の内
容又は
職業

議決権の
所有また
は被所有
割合(％)

役員の
兼任等
(人)

事業上の
関係

取引の
内容

取引 
金額 
(千円)

科目 
期末 
残高 
(千円) 

開発業務
の委託

1,363,862 買掛金 228,375 

子会社 

日本テク
ノウェイ
ブ株式会
社 

東京都 
渋谷区 

200,000

IT ソリュ
ー シ ョ
ン、プロ
ダクト 

(所有)
100.0

兼任
１

当社製造
業務の一
部を委託
してい
る。当社
が事務所
を賃貸し
ている。

不動産の
賃貸 

7,536 ― ― 

子会社 

エヌエス
ダブリュ
販売株式
会社 
（注２） 

東京都 
渋谷区 

30,000
IT ソリュ
ーション

(所有)
直接
33.3
〔33.3〕

兼任
３

当社が業
務の一部
を受託し
ている。

開発業務
の受託

504,361 売掛金 47,940 

子会社 
株式会社
リンクマ
ネージ 

東京都 
港区 

124,000
IT ソリュ
ーション

(所有)
直接 
71.2

兼任
１

当社受託
業務の一
部を委託
するとと
もに、当
社が業務
の一部を
受託して
いる。資
金を貸付
けてい
る。 

資金の貸
付 

110,000 貸付金 110,000 

開発業務
の受託

946,482 売掛金 268,659 

関連会社(当
該関連会社
の子会社を
含む) 

株式会社
トッパン 
・エヌエ
スダブリ
ュ 

東京都 
文京区 

200,000

情報記録
用カード
およびカ
ードシス
テムの企
画、制作
の受託、
情報シス
テムの設
計 、 開
発、販売

(所有)
直接 
40.0

兼任
１

当社受託
業務の一
部を委託
するとと
もに、当
社が業務
の一部を
受託して
いる。 

出向者給
与の受入

139,759
その他
流動 
資産 

10,496 

関連会社(当
該関連会社
の子会社を
含む） 

ブリッジ 
・モーシ
ョン・ト
ゥモロー
株式会社 

東京都 
稲城市 

187,146

オンデマ
ンド映像
(メディア
開 発 事
業、ビデ
オ・オン
デマンド
事業)、ソ
リューシ
ョン事業
(ウェブシ
ステム構
築運営事
業) 

(所有)
直接 
29.1

―

当社受託
業務の一
部を委託
するとと
もに、当
社が業務
の一部を
受託して
いる。ビ
デオ・オ
ンデマン
ド関連機
器を仕入
れてい
る。 

ビデオ・
オンデマ
ンド関連
機器の仕
入 

179,094 買掛金 53,032 

 
    1. ｢取引金額」には消費税等は含まず、｢期末残高」には消費税等を含めて表

示しております。 
    2. 持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社とし

ております。 
    3. 議決権の所有または被所有割合欄の〔 〕内は、緊密な者等の所有割合で

外数であります。 



 

 

  取引条件および取引条件の決定方針等 

   開発業務の委託、受託およびその他の取引条件は、当社と関連を有しない他の事
業者と同様の条件によっております。また、資金の貸付については、市場金利等を
勘案して合理的に決定しており、返済期限等は都度決定しております。また、担保
の提供は受けておりません。 

 

(１株当たり情報に関する注記） 

 1. １株当たりの純資産額 685円50銭
 2. １株当たりの当期純損失 189円83銭
   算定上の基礎は次のとおりであります。
    当期純損失 2,828,428千円
    普通株主に帰属しない金額 ― 千円
    普通株式に係る当期純損失 2,828,428千円
    普通株式の期中平均株式数 14,899,959株
 

(重要な後発事象に関する注記） 

   該当事項はありません。 


